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平成30年 10月17日 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

会 長       岩崎 俊博     殿 

ラッセル・インベストメント株式会社 

代表取締役社長兼ＣＥＯ 

ジョン・アール・ムーア           ㊞ 

正会員の財務状況等に関する届出書 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

１．委託会社等の概況

(1)資本金の額

2018年９月末現在の委託会社の資本金の額：490百万円

委託会社が発行する株式総数：40,000株

発行済株式総数：34,090株

直近５ヵ年における主な資本の額の増減：2017年12月15日 資本金490百万円に減資

(2)会社の機構

①会社の意思決定機構

経営の意思決定機関として取締役会を置きます。取締役会は、取締役および執行役員の職務の執行

を監督し、会社の業務執行上重要な事項を決定します。その決議は、取締役の過半数が出席し、そ

の出席取締役の過半数をもって行われます。取締役会は、原則として、代表取締役社長が招集し、

議長となります。

取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結

のときまでとし、欠員の補欠として、または増員により選任された取締役の任期は、前任者の残存

期間と同一とします。

代表取締役は、取締役会の決議によって選定します。代表取締役の中から、社長を選定します。代

表取締役社長は、委託会社を代表し、全般の業務執行について指揮統括します。

更に、委託会社の業務執行にかかる重要事項を審議する機関として経営委員会、会社が持つリスク

を一元的に監視、監督し、法令等遵守態勢を確立するための諮問機関としてリスク管理・コンプラ

イアンス委員会を置きます。

②投資運用の意思決定機構

投資方針の企画・立案は、マルチ・マネージャー運用（運用スタイルの異なる複数の外部委



託先運用会社（投資助言会社を含みます。）を組み合わせて行う運用）の場合は、運用部が

ラッセル・インベストメント グループからの助言等に基づいて行い、その他の場合は、運

用部が行います。

投資方針については、代表取締役社長兼ＣＥＯ、運用部長およびジェネラル・カウンセルを

含む議決権を有する委員と、議決権を有しない準委員で構成される投資政策・運用委員会に

よって審議、決定されます。

同委員会は投資政策・運用委員会規程に基づき、原則月に一度、資産評価・運用状況、運用

ガイドライン遵守状況（外部委託先運用会社のガイドライン遵守状況を含みます。）等につ

いて、運用部および法務・コンプライアンス部から報告を受けるとともに、その検証を行っ

ています。

※上記の体制等は2018年９月末現在のものであり、今後変更される場合があります。

２. 事業の内容及び営業の概況

委託会社は、投信法に定める投資信託委託会社であり、証券投資信託の設定を行うとともに金融商品取引

法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また、金融商品取引法に定

める第二種金融商品取引業および投資助言業務等を行っています。

2018年９月末現在、委託会社の運用する証券投資信託（親投資信託は除きます。）は以下のとお

りです。

種 類 本 数 純資産総額

追加型株式投資信託 35本 200,477,800,715円

単位型株式投資信託 0本 0円

追加型公社債投資信託 0本 0円

単位型公社債投資信託 0本 0円

合 計 35本 200,477,800,715円

３. 委託会社等の経理状況 

1. 委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)並びに同規則第2条の規定により、「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 

  また、委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条の規定により、「金融商品取引業等に関する内

閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。 

  なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

2. 委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第20期事業年度(自平成29年1月1日 至

平成29年12月31日)の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けております。 

  また、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（自平成30年1月1日 至平成

30年6月30日）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間監査を受けておりま

す。 



財務諸表 

(1)【貸借対照表】 

(単位：千円）

第19期 第20期 

（平成28年12月31日現在） （平成29年12月31日現在） 

資産の部 

流動資産 

預金 1,766,257 1,720,918

前払費用 25,677 23,461

未収委託者報酬 338,425 432,159

未収運用受託報酬 1,488,261 1,654,243

未収投資助言報酬 191,467 255,666

未収入金 ※2 114,514 20,511

繰延税金資産 - 375,206

その他流動資産 47,798 85,970

流動資産合計 3,972,402 4,568,138

固定資産 

有形固定資産 

建物付属設備 135,039 119,508

器具備品 50,420 50,595

有形固定資産合計 ※1 185,459 170,103

無形固定資産 

ソフトウェア 300 -

無形固定資産合計 300 -

投資その他の資産 

長期差入保証金 57,262 57,262

長期貸付金 ※2 171,000 171,000

投資その他の資産合計 228,262 228,262

固定資産合計 414,022 398,365

資産合計 4,386,424 4,966,504



(単位：千円）

第19期 第20期 

（平成28年12月31日現在） （平成29年12月31日現在） 

負債の部 

流動負債 

預り金 26,247 29,333

未払金 

未払手数料 36,603 40,954

未払委託調査費 561,923 837,693

未払委託計算費 5,840 6,294

その他未払金 192,405 358,282

未払金合計 796,772 1,243,224

未払費用 57,331 104,317

未払消費税等 55,638 258,699

未払法人税等 102,616 459,314

前受金 53,813 53,813

賞与引当金 539,321 632,237

リース債務 156 162

流動負債合計 1,631,900 2,781,102

固定負債 

資産除去債務 36,531 36,940

長期未払金 800,484 872,920

長期未払費用 10,669 1,229

長期リース債務 273 110

固定負債合計 847,958 911,201

負債合計 2,479,858 3,692,304

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,609,500 490,000



資本剰余金 

資本準備金 - 13,685

資本剰余金合計 - 13,685

利益剰余金 

利益準備金 23,988 108,814

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 273,077 661,699

利益剰余金合計 297,066 770,513

株主資本合計 1,906,566 1,274,199

純資産合計 1,906,566 1,274,199

負債純資産合計 4,386,424 4,966,504

(2)【損益計算書】 

  (単位：千円）

第19期 第20期 

（自 平成28年 1月 1日 （自 平成29年 1月 1日 

  至 平成28年12月31日）   至 平成29年12月31日） 

営業収益 

委託者報酬 1,130,846 1,313,922

運用受託報酬 4,709,058 6,173,936

投資助言報酬 522,734 624,116

その他収益 769,433 1,069,226

営業収益合計 7,132,073 9,181,202

営業費用 

支払手数料 132,605 145,424

広告宣伝費 190 310

調査費 

委託調査費 3,577,514 4,546,385

図書費 1,431 1,640

調査費合計 3,578,946 4,548,026

委託計算費 61,984 65,348



営業雑経費 

通信費 8,367 9,037

印刷費 10,051 9,175

協会費 11,369 11,505

営業雑経費合計 29,788 29,718

営業費用合計 3,803,515 4,788,828

一般管理費 

給料 

役員報酬 71,351 58,655

給料・手当 1,068,214 1,068,119

賞与 44,830 42,549

賞与引当金繰入額 539,321 632,237

給料合計 1,723,717 1,801,561

福利厚生費 159,549 161,989

交際費 15,239 10,293

寄付金 2,637 416

旅費交通費 29,934 28,479

租税公課 30,095 46,086

不動産賃借料 162,459 66,583

退職給付費用 157,550 150,456

消耗器具備品費 348,757 333,042

事務委託費 38,134 30,015

修繕費 6,243 7,504

水道光熱費 5,638 4,210

会議費用 3,356 1,382

固定資産減価償却費 43,559 32,503

諸経費 219,760 207,937

一般管理費合計 2,946,632 2,882,462

営業利益又は営業損失（△） 381,926 1,509,911

営業外収益 

受取利息 1,381 2,289

その他営業外収益 3,122 2,461

営業外収益合計 4,503 4,751



営業外費用 

支払利息 71 11

為替差損 2,296 1,352

営業外費用合計 2,368 1,364

経常利益又は経常損失（△） 384,060 1,513,298

特別損失 

割増退職金 31,673 76,795

固定資産除却損 ※1 13,700 -

特別損失合計 45,373 76,795

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 338,687 1,436,503

法人税、住民税及び事業税 65,609 490,010

法人税等調整額 - △ 375,206

法人税等合計 65,609 114,804

当期純利益又は当期純損失（△） 273,077 1,321,699

(3)【株主資本等変動計算書】 

（単位:千円）

第19期 

（自 平成28年 1月 1日 

  至 平成28年12月31日） 

株主資本 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本

合計 
資本

準備金

その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 

利益

準備金

その他 

利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越 

利益剰余金

当期首残高 1,609,500 - - - - 263,877 263,877 1,873,377 1,873,377

当期変動額 

 剰余金の配当 - - - - 23,988 △ 263,877 △ 239,888 △ 239,888 △ 239,888

 当期純利益又は 

 当期純損失（△） 
- - - - - 273,077 273,077 273,077 273,077

 株主資本以外の項目の 

 当期変動額（純額） 
- - - - - - - - -



当期変動額合計 - - - - 23,988 9,200 33,188 33,188 33,189

当期末残高 1,609,500 - - - 23,988 273,077 297,066 1,906,566 1,906,566

（単位:千円）

第20期 

（自 平成29年 1月 1日 

  至 平成29年12月31日） 

株主資本 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本

準備金

その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計 

利益

準備金

その他 

利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越 

利益剰余金

当期首残高 1,609,500 - - - 23,988 273,077 297,066 1,906,566 1,906,566

当期変動額 

 剰余金の配当 - 13,685 △ 1,119,500 △ 1,105,814 84,825 △ 933,077 △ 848,252 △ 1,954,066 △ 1,954,066

 当期純利益又は 

 当期純損失（△） 
- - - - - 1,321,699 1,321,699 1,321,699 1,321,699

 資本金から 

 その他資本剰余金への振

替 

△ 1,119,500 - 1,119,500 1,119,500 - - - - -

 株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
- - - - - - - - -

当期変動額合計 △ 1,119,500 13,685 - 13,685 84,825 388,622 473,447 △ 632,366 △ 632,366

当期末残高 490,000 13,685 - 13,685 108,814 661,699 770,513 1,274,199 1,274,199

注記事項 

（重要な会計方針） 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 該当事項はありません。 

2. 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 



 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5

年）に基づいております。 

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

4. 引当金の計上基準 賞与引当金 

 従業員に対し支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。 

5. リース取引の処理方法 リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

6. その他財務諸表作成のための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（貸借対照表関係） 

第19期 第20期 

平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

*1  有形固定資産の減価償却累計額 *1  有形固定資産の減価償却累計額  

   建物付属設備 96,327千円   建物付属設備 115,337千円

      器具備品 115,466千円      器具備品 128,659千円

*2  関係会社項目 *2  関係会社項目 

      未収入金 19,045千円      未収入金 20,152千円

      長期貸付金 5,000千円      長期貸付金 5,000千円

（損益計算書関係） 

第19期 第20期 

 自 平成28年 1月 1日  自 平成29年 1月 1日 

 至 平成28年12月31日  至 平成29年12月31日 

*1  固定資産除却損 該当事項はありません。 



   建物付属設備 10,804千円

      器具備品 2,895千円

13,700千円

（株主資本等変動計算書関係） 

第19期 第20期 

 自 平成28年 1月 1日  自 平成29年 1月 1日 

 至 平成28年12月31日  至 平成29年12月31日 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の 

種類 

当期首

株式数

（株）

当期増加

株式数 

（株） 

当期減少

株式数 

（株） 

当期末株式数 

（株） 

株式の 

種類 

当期首

株式数

（株）

当期増加

株式数

（株）

当期減少 

株式数 

（株） 

当期末株式数 

（株） 

発行済株式 発行済株式

普通株式 34,090 - - 34,090 普通株式 34,090 - - 34,090

合計 34,090 - - 34,090 合計 34,090 - - 34,090

2. 配当に関する事項 2. 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 (1)配当金支払額 

決議 
株式の

種類

配当金の

総額 

1株当たりの

配当額 
基準日

効力 

発生日
決議 

株式の

種類

配当金の

総額 

1株当たりの

配当額 
基準日

効力 

発生日

平成28年

5月13日

株主総会

普通

株式

19,146

千円
561.65円

平成27年

12月31日

平成28年

5月20日

平成29年

3月28日 

株主総会

普通

株式

248,252

千円
7,282.25円

平成28年

12月31日

平成29年

4月4日

平成28年

11月19日

株主総会

普通

株式

220,741

千円
6,475.26円

平成27年

12月31日

平成28年

11月30日

平成29年

10月26日

株主総会

普通

株式

600,000

千円
17,600.46円

平成29年

6月30日

平成29年

10月27日

平成29年

11月6日 

株主総会

普通

株式

1,105,814

千円
32,438.07円

平成29年

6月30日

平成29年

12月18日

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌

期となるもの 

決議 株式の 配当金の 配当の 1株当たりの 基準日 効力 

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌

期となるもの 

 該当事項はありません。 



種類 総額 原資 配当額 発生日

平成29年

3月28日

株主総会

普通

株式

248,252

千円

利益

剰余金
7,282.25円

平成28年

12月31日

平成29年

4月4日

（リース取引関係） 

第19期 第20期 

 自 平成28年 1月 1日  自 平成29年 1月 1日 

 至 平成28年12月31日  至 平成29年12月31日 

 注記すべきリース取引を行っていないため、該当事項はあり

ません。 

  同左 

（金融商品関係） 

第19期 第20期 

平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

1.金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については預金等に限定し、また、必要な資金についてはグループ会社より調達しております。デリバテ

ィブに該当する事項はありません。 

 (2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 当社が保有する金融資産は、主として預金、国内の取引先に対する未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資助言報

酬であり、取引先の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、ファイナンス

＆コーポレート・サービス部において取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としております。 

 未払金、未払消費税等及び未払法人税等は、短期間で決済されております。未払金には、外貨建てのものが含まれており、

為替変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、ファイナンス＆コーポレート・サービス部においてリスク管理

及び残高管理を行う体制としております。 

2.金融商品の時価等に関する事項 

 平成28年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれており

ません。 

2.金融商品の時価等に関する事項 

 平成29年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含まれており

ません。 



（単位：千円） （単位：千円）

貸借対照表

計上額(※)
時価(※) 差額

貸借対照表

計上額(※)
時価(※) 差額

(1)預金 1,766,257 1,766,257 - (1)預金 1,720,918 1,720,918 -

(2)未収委託者報酬 338,425 338,425 - (2)未収委託者報酬 432,159 432,159 -

(3)未収運用受託報酬 1,488,261 1,488,261 - (3)未収運用受託報酬 1,654,243 1,654,243 -

(4)未払金 (778,822) (778,822) - (4)未収投資助言報酬 255,666 255,666 -

(※) 負債に計上されているものについては、( )で示してお

ります。 

(5)未払金 (1,243,224) (1,243,224) -

(6)未払消費税等 (258,699) (258,699) -

(7)未払法人税等 (459,314) (459,314) -

(※) 負債に計上されているものについては、( )で示してお

ります。 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

(1)預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、並びに

(4)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 

（注1）金融商品の時価の算定方法 

(1)預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未収

投資助言報酬、(5)未払金、(6)未払消費税等、並びに(7)未払

法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 

（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予

定額 

 （単位：千円）

1年以内

1年超 

5年以内 5年超

 (1)預金 1,766,257 - -

 (2)未収委託者報酬 338,425 - -

 (3)未収運用受託報酬 1,488,261 - -

（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予

定額 

 （単位：千円）

1年以内

1年超 

5年以内 5年超

 (1)預金 1,720,918 - -

 (2)未収委託者報酬 432,159 - -

 (3)未収運用受託報酬 1,654,243 - -

 (4)未収投資助言報酬 255,666 - -

（有価証券関係） 

第19期 第20期 



平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

1.その他有価証券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

2.当期中に売却したその他有価証券 

注記すべき有価証券の売却取引を行っていないため、該当事

項はありません。 

1.その他有価証券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

2.当期中に売却したその他有価証券 

 同左 

（デリバティブ取引関係） 

第19期 第20期 

平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

  該当事項はありません。   該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

第19期 第20期 

平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

1.採用している退職給付制度の概要 

 退職一時金規程に基づく退職一時金制度と企業型年金規約

に基づく確定拠出年金制度を採用しております。なお当社が有

する退職一時金制度は、簡便法により長期未払金及び退職給付

費用を計上しております。 

1.採用している退職給付制度の概要 

  同左 

2.退職一時金制度 （単位：千円） 2.退職一時金制度 （単位：千円）

 (1)長期未払金の当期首残高と当期末残高

の調整表 

 (1)長期未払金の当期首残高と当期末残高

の調整表 

 長期未払金の当期首残高 769,305  長期未払金の当期首残高 800,484

 退職給付費用 108,829  退職給付費用 102,852

 退職給付の支払額 △ 77,650  退職給付の支払額 △ 30,556

 長期未払金の当期末残高 800,484  その他 140

 長期未払金の当期末残高 872,920

 (2)退職給付費用 （単位：千円）  (2)退職給付費用 （単位：千円）

 簡便法で計算した退職給付費用 108,829  簡便法で計算した退職給付費用 102,852



3.確定拠出制度 （単位：千円） 3.確定拠出制度 （単位：千円）

 確定拠出制度への要拠出額 48,720  確定拠出制度への要拠出額 47,604

（ストック・オプション等関係） 

第19期 第20期 

 自 平成28年 1月 1日  自 平成29年 1月 1日 

 至 平成28年12月31日  至 平成29年12月31日 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

第19期 第20期 

平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位：千円） （単位：千円）

  繰延税金資産   繰延税金資産 

    税務上の繰越欠損金 104,951     未払費用 277,603

    未払費用 188,305     賞与引当金 195,108

    賞与引当金 166,418     資産除去債務 36,822

    資産除去債務 35,032     長期未払金 276,669

    長期未払金 247,005     長期未払費用 379

    長期未払費用 3,292     その他 26,695

    その他 19,182    繰延税金資産合計 816,279

  繰延税金資産合計 764,187    評価性引当額 △ 441,072

  評価性引当額 △ 764,187    繰延税金資産の純額 375,206

  繰延税金資産の純額 0

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 30.86%   法定実効税率 30.86%

  （調整）   （調整） 



  交際費等永久に損金に算入されない項目 7.53%   交際費等永久に損金に算入されない項目 1.93%

  住民税均等割 0.20%   住民税均等割 0.01%

  評価性引当額の増減 △38.52%   評価性引当額の増減 △22.49%

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 16.40%   その他 △2.32%

  その他 2.90%   税効果会計適用後の法人税等の負担率 7.99%

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.37%

3.法人税等の変更等による影響 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）

及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第13

号）が平成28年3月31日に公布され、平成28年4月1日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることに

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は平成29年1月1日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の33.10％

から30.86％になります。 

3.法人税等の変更等による影響 

 該当事項はありません。 

（資産除去債務関係） 

第19期 第20期 

平成28年12月31日現在 平成29年12月31日現在 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

1.当該資産除去債務の概要 

 建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

2.当該資産除去債務の金額の算定方法 

 使用可能期間を10年8ヶ月と見積もり、割引率は0.525%と1.395%及び0%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

3.当該資産除去債務の総額の増減 

 当事業年度において、資産の除却時点において必要とされる

除却費用が、当初の見積額を超過する見込みであることが明ら

かになったことから、見積りの変更による増加額を0%で割り引

き、変更前の資産除去債務残高に5,015千円加算しております。

資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。 

3.当該資産除去債務の総額の増減 

（単位：千円） （単位：千円）



当期首残高 70,719当期首残高 36,531

時の経過による調整額 2,100時の経過による調整額 409

見積りの変更による増加額 5,015当期末残高 36,940

資産除去債務の履行による減少額 △ 41,303

当期末残高 36,531

（セグメント情報等） 

第19期 

（自 平成28年 1月 1日 

  至 平成28年12月31日） 

1.セグメント情報 

 当社は「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり、証券投資信託の設定を行うとともに「金

融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っております。また「金融商品取引法」に定め

る投資助言・代理業、第二種金融商品取引業を行っております。上記の他に、資産運用に関する情報提供及びコンサルティン

グ業務を行っております。当社は投資運用業、投資助言・代理業、第二種金融商品取引業及びこれらの附帯業務並びに資産運

用に関する情報提供及びコンサルティング業務を集約した単一セグメントを報告セグメントとしております。 

 従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

2.関連情報 

(1)製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

投資信託業 投資一任業 投資助言業 その他 合計 

外部顧客への営業収益 1,130,846 4,709,058 522,734 769,433 7,132,073

(2)地域ごとの情報 

 ①営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域ごとの営業収益の記載を省略

しております。 

 ②有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの有形固定資産の

記載を省略しております。 

(3)主要な顧客ごとの情報 



（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント 

A社（※） 2,611,712 投資一任業・投資助言業 

（※）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。 

3.報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

 該当事項はありません。 

4.報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

 該当事項はありません。 

5.報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

 該当事項はありません。 

第20期 

（自 平成29年 1月 1日 

  至 平成29年12月31日） 

1.セグメント情報 

 当社は「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり、証券投資信託の設定を行うとともに「金

融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っております。また「金融商品取引法」に定め

る投資助言・代理業、第二種金融商品取引業を行っております。上記の他に、資産運用に関する情報提供及びコンサルティン

グ業務を行っております。当社は投資運用業、投資助言・代理業、第二種金融商品取引業及びこれらの附帯業務並びに資産運

用に関する情報提供及びコンサルティング業務を集約した単一セグメントを報告セグメントとしております。 

 従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

2.関連情報 

(1)製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

投資信託業 投資一任業 投資助言業 その他 合計 

外部顧客への営業収益 1,313,922 6,173,936 624,116 1,069,226 9,181,202

(2)地域ごとの情報 

 ①営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域ごとの営業収益の記載を省略



しております。 

 ②有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの有形固定資産の

記載を省略しております。 

(3)主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント 

A社（※） 3,848,315 投資一任業・投資助言業 

（※）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。 

3. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

 該当事項はありません。 

4. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

 該当事項はありません。 

5. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

 該当事項はありません。 

(関連当事者情報) 

第19期 （自平成28年1月1日  至平成28年12月31日） 

1. 関連当事者との取引 

親会社及び法人主要株主等 

  開示すべき関連当事者取引を行っていないため、該当事項はありません。 

兄弟会社等 

種類
会社等の 

名称 
所在地 

資本金

又は

出資金

事業の

内容 

議決権等

の被所有

割合

関係内容 

取引の 

内容 

取引金額

(千円）
科目 

期末残高

(千円）
役員の

兼任等

事業上の

関係 

親会社の

子会社

Russell 

Investments 

Group, LLC

アメリカ合衆国,

ワシントン州 

シアトル市 

- 

コーポ

レート

サポート

なし
兼任

1人 

業務委託契

約 

の締結

貸付金の

更改 
166,000 長期 

貸付金
166,000

受取利息 1,257



営業費用

及び一般

管理費 

1,762,392 未払金 136,129

取引条件及び取引条件の決定方針等 

  (注1) 資金の貸付については、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、貸付期間は3年として

おります。 

  (注2) 営業費用及び一般管理費については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

  Russell Investments Japan Holdco合同会社（非上場） 

  ラッセル・インベストメント・グループ・リミテッド（非上場） 

  TAアソシエーツ（非上場） 

  レバレンス・キャピタル・パートナーズ（非上場） 

(2) 重要な関連会社 

  該当事項はありません。 

第20期 （自平成29年1月1日  至平成29年12月31日） 

1. 関連当事者との取引 

親会社及び法人主要株主等 

  開示すべき関連当事者取引を行っていないため、該当事項はありません。 

兄弟会社等 

種類 会社等の名称 所在地 

資本金

又は

出資金

事業の 

内容 

議決権等の

被所有割合

関係内容 

取引の

内容 

取引金額

(千円）
科目

期末残高

(千円）
役員の

兼任等

事業上の関

係 

親会社の

子会社

Russell 

Investments 

Group, LLC

アメリカ合衆国,

ワシントン州 

シアトル市 

- 
コーポレート

サポート
なし 

兼任 

1人 

業務委託契

約 

の締結

営業費用及

び一般管理

費 

2,372,173 未払金 331,934

取引条件及び取引条件の決定方針等 

  (注1) 営業費用及び一般管理費については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 



  Russell Investments Japan Holdco合同会社（非上場） 

  ラッセル・インベストメント・グループ・リミテッド（非上場） 

  TAアソシエーツ（非上場） 

  レバレンス・キャピタル・パートナーズ（非上場） 

(2) 重要な関連会社 

  該当事項はありません。 

（1株当たり情報） 

第19期 第20期 

自 平成28年 1月 1日 自 平成29年 1月 1日 

至 平成28年12月31日 至 平成29年12月31日 

1株当たり純資産額 55,927.43円1株当たり純資産額 37,377.52円

1株当たり当期純利益 8,010.48円1株当たり当期純利益 38,770.88円

損益計算書上の当期純利益 273,077千円損益計算書上の当期純利益 1,321,699千円

1株当たり当期純利益の算定に用いられた普通

株式に関する当期純利益 
273,077千円

1株当たり当期純利益の算定に用いられた普

通株式に関する当期純利益 
1,321,699千円

差額 -差額 -

期中平均株式数 期中平均株式数 

普通株式 34,090株普通株式 34,090株

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

（重要な後発事象） 

第19期 第20期 

自 平成28年 1月 1日 自 平成29年 1月 1日 

至 平成28年12月31日 至 平成29年12月31日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

中間財務諸表 

(1)中間貸借対照表 
(単位：千円）

第21期中間会計期間末 



（平成30年6月30日現在） 

資産の部 

流動資産 

預金 1,282,907

前払費用 59,610

未収委託者報酬 427,565

未収運用受託報酬 1,609,322

未収投資助言報酬 124,966

未収入金 1,231

短期貸付金 300,000

繰延税金資産 329,766

その他流動資産 75,932

流動資産計 4,211,303

固定資産 

有形固定資産   

建物付属設備 109,977

器具備品 43,644

有形固定資産計 *2 153,621

投資その他の資産  

長期差入保証金 58,027

投資その他の資産計 58,027

固定資産計 211,649

資産合計 4,422,952

(単位：千円）

第21期中間会計期間末 

（平成30年6月30日現在） 

負債の部 

流動負債 

預り金 169,903

未払金 

未払手数料 39,474

未払委託調査費 828,079

未払委託計算費 6,533

その他未払金 434,632

未払金計 1,308,719

未払費用 70,245

未払法人税等 188,295

前受金 67,853

賞与引当金 336,513

リース債務 164

その他流動負債 *1 134,643

流動負債計 2,276,338

固定負債 

資産除去債務 37,147

長期未払金 845,870

長期リース債務 27



長期未払費用 1,208

固定負債計 884,255

負債合計 3,160,593

純資産の部 

株主資本 

資本金 490,000

資本剰余金 

資本準備金 13,685

資本剰余金合計 13,685

利益剰余金 

利益準備金 108,814

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 649,858

利益剰余金合計 758,672

株主資本計 1,262,358

純資産合計 1,262,358

負債純資産合計 4,422,952

(2)中間損益計算書 
(単位：千円）

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

営業収益 

委託者報酬 722,693

運用受託報酬 3,407,492

投資助言報酬 311,397

その他収益 570,202

営業収益計 5,011,785

営業費用 

支払手数料 76,088

広告宣伝費 80

調査費 

委託調査費 2,561,673

図書費 1,070

調査費計 2,562,743

委託計算費 35,333

営業雑経費 

通信費 3,830

印刷費 5,523

協会費 6,035

営業雑経費計 15,389

営業費用計 2,689,635

一般管理費 

給料 

役員報酬 24,794

給料・手当 536,678



賞与 9,543

賞与引当金繰入額 336,513

給料計 907,529

福利厚生費 95,017

交際費 4,503

寄付金 203

旅費交通費 20,241

租税公課 16,534

不動産賃借料 30,966

退職給付費用 73,920

消耗器具備品費 171,249

事務委託費 10,439

修繕費 2,407

水道光熱費 2,103

会議費用 390

固定資産減価償却費 *1 16,340

諸経費 55,782

一般管理費計 1,407,631

営業利益 914,518

営業外収益 

受取利息 2,346

為替差益 7,606

その他営業外収益 2,267

営業外収益計 12,220

営業外費用 

支払利息 3

営業外費用計 3

経常利益 926,735

特別損失 

割増退職金 62,832

固定資産売却損 1,627

特別損失計 64,460

税引前中間純利益 862,274

法人税、住民税及び事業税  166,976

法人税等調整額 45,439

中間純利益 649,858

(3)中間株主資本等変動計算書 
（単位:千円）

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

株主資本 

純資産 

合計 資本金

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益 

準備金

その他 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 



繰越 

利益 

剰余金 

当期首残高 490,000 13,685 - 13,685 108,814 661,699 770,513 1,274,199 1,274,199

当中間期変動額 

剰余金の配当 - - - - - △ 661,699 △ 661,699 △ 661,699 △ 661,699

中間純利益又は 

中間純損失（△） 
- - - - - 649,858 649,858 649,858 649,858

株主資本以外の項目の 

当中間期変動額（純額） 
- - - - - - - - -

当中間期変動額合計 - - - - - △ 11,840 △ 11,840 △ 11,840 △ 11,840

当中間期末残高 490,000 13,685 - 13,685 108,814 649,858 758,672 1,262,358 1,262,358

注記事項 

（重要な会計方針） 

1. 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

2. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。 

3. 引当金の計上基準 賞与引当金 

従業員に対し支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しております。 

4. リース取引の処理方法 リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

5. その他中間財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（中間貸借対照表関係） 

第21期中間会計期間末 

（平成30年6月30日現在） 

*1  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、その他流動負債に含めて表示しております。

*2 有形固定資産の減価償却累計額 258,518千円 

（中間損益計算書関係） 

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

*1 減価償却実施額 有形固定資産 16,340千円 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

第21期中間会計期間 



（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株）

当中間会計期間末

株式数（株） 

発行済株式 

 普通株式 34,090 - - 34,090

合計 34,090 - - 34,090

2. 配当に関する事項 

  配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たりの配当額 基準日 効力発生日 

平成30年5月30日

株主総会 
普通株式 661,699千円 19,410.36円 平成29年12月31日 平成30年6月4日 

（リース取引関係） 

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

 該当事項はありません。 

（金融商品関係） 

第21期中間会計期間末 

（平成30年6月30日現在） 

金融商品の時価等に関する事項 

 平成30年6月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：千円）

中間貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額 

 (1)預金 1,282,907 1,282,907 - 

 (2)未収委託者報酬 427,565 427,565 - 

 (3)未収運用受託報酬 1,609,322 1,609,322 - 

 (4)短期貸付金 300,000 300,000 - 

 (5)未払金 (1,285,578) (1,285,578) - 

(※) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

   (1)預金、 (2)未収委託者報酬、 (3)未収運用受託報酬、(4)短期貸付金、並びに (5)未払金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（有価証券関係） 

第21期中間会計期間末 

（平成30年6月30日現在） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

第21期中間会計期間末 

（平成30年6月30日現在） 



 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

 該当事項はありません。 

（資産除去債務関係） 

第21期中間会計期間末 

（平成30年6月30日現在） 

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの 

 当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減 

当事業年度期首残高 36,940千円 

時の経過による調整額 206千円 

当中間会計期間末残高 37,147千円 

（セグメント情報等） 

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

1. セグメント情報 

 当社は「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり、証券投資信託の設定を行うとともに「金

融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っております。また「金融商品取引法」に定め

る投資助言・代理業、第二種金融商品取引業を行っております。上記の他に、資産運用に関する情報提供及びコンサルティン

グ業務を行っております。当社は投資運用業、投資助言・代理業、第二種金融商品取引業及びこれらの附帯業務並びに資産運

用に関する情報提供及びコンサルティング業務を集約した単一セグメントを報告セグメントとしております。 

 従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

2. 関連情報 

(1)製品及びサービスごとの情報 

（単位：千円）

投資信託業 投資一任業 投資助言業 その他 合計 

外部顧客への営業収益 722,693 3,407,492 311,397 570,202 5,011,785

(2)地域ごとの情報 

 ①営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域ごとの営業収益の記載を

省略しております。 

 ②有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの有形固定資

産の記載を省略しております。 

(3)主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント 

A社（※） 2,278,074 投資一任業・投資助言業 

（※）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。 



3. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

  該当事項はありません。 

4. 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

  該当事項はありません。 

5. 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

  該当事項はありません。 

（1株当たり情報） 

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

1株当たり純資産額 37,030.17円

1株当たり中間純利益 19,063.03円

中間損益計算書上の中間純利益 649,858千円

1株当たり中間純利益の算定に用いられた普通株式に関する中間純利益 649,858千円

差額 －

期中平均株式数 

普通株式 34,090株

 なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

（重要な後発事象） 

第21期中間会計期間 

（自 平成30年1月 1日 

  至 平成30年6月30日） 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成30年３月16日

ラッセル・インベストメント株式会社 

取 締 役 会 御 中 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

 指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 
員 

公認会計士 男 澤   顕 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げら

れているラッセル・インベストメント株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第20期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す

ることを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が

採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討す

ることが含まれる。  

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ラッセル・イ

ンベストメント株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） １． 上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

       ２． XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成30年９月28日

ラッセル・インベストメント株式会社 

取 締 役 会 御 中 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 公認会計士 男 澤  顕 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げられ

ているラッセル・インベストメント株式会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第21期事業年度の中間会計

期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成し有用

な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の

基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施する

ことを求めている。 

 中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一部を省

略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中

間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。

また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務

諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ラ

ッセル・インベストメント株式会社の平成 30 年６月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 30

年１月１日から平成30年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） １．上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

       ２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。 
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